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繰入額」として事業費用に計上する（以下，
この方法を「Ｂ」という）

（注２）
。この計上方法は

銀行と同様である。
この方法「Ｂ」をとった場合，事業収

益・費用の両方に，貸倒引当金の残高に匹
敵する金額が加算されなく

．．．．
なる。全国集計

値を確認すると信用事業収益・費用が12.9

千億円，5.6千億円，信用貸倒引当金残高
が5.8千億円である（平成15事業年度，農林
水産省『総合農協統計表』）。したがって信
用事業収益・費用に対するこうした計上方
法の影響は大きいはずである。
（注２）ただし取崩超過（繰入額＜戻入額）の場合

は特別利益に計上。

２　農協の移行状況
動向調査（上記）によると，農協では現

在，純繰入額のみの計上「Ｂ」への移行が
進んでいる。

16事業年度（以下，単に年度という）に
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はじめに
農協では貸倒引当金の会計処理が変更さ
れつつある。現在は過渡期であるため，農
協によって事業収益・費用への計上方法が
異なる。農協経営収支の動向を適切に把握
するには，その影響を踏まえる必要がある。
そこで本稿では農協信用事業動向調査

（注１）

（以下「動向調査」）の結果により現状を整
理し，各種統計資料を用いる際の注意点を
示したい。
（注１）平成17年度第１回調査。当農中総研が６月

に実施したサンプル調査。概要は本誌12月号に
掲載の予定。

１　二通りの計上方法
農協では従来，貸倒引当金の戻入額を事

業収益に，繰入額を事業費用にそれぞれ計
上する（以下，この方法を「Ａ」という）と
ころが多かったとみられる。
一方，全中が示す農協の損益計算書作成

手順では，貸倒引当金の繰入額から戻入額
を差し引いた純繰入額のみを「貸倒引当金
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貸倒引当金の会計処理と
信用事業収益・費用
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第1図　信用事業収益・費用への貸倒引当金�
繰入額・戻入額の計上方法　　�
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第2図　純繰入額の計上開始時期�
（第１図で「純繰入額を計上」�
「Ｂ」を選択した農協）�

　　　　　　　 （ｎ＝２３８）�

１６事業年度から�
（５８．４％）�１５事業年度から�

（２１．８％）�

１４事業年度�
以前から�
  （１９．７％）�



農林金融2005・11

おいて純繰入額のみを計上した農協「Ｂ」
は回答全体の７割と多数を占める（第１
図）。またその多くは16年度（６割弱）およ
び15年度（２割程度）に移行しており，そ
れ以前からの実施農協は少ない（第２図）。
さらに計上方法とその移行年度を各県内

で比較したところ，農協によってまちまち
の県が多数あった。したがって１農協ごと
かつ年度ごとに計上方法の相違を想定する
必要がある。

３　影響の大きさと補正
貸倒引当金繰入額・戻入額の計上方法に

よる影響の大きさは，計上方法の異なる農
協間で信用事業収益・費用を比較すること
により検証できる。
比較を容易にするために農協の規模を捨

象した対貯金比率をみると（第１表），繰
入額・戻入額を別々に計上した農協「Ａ」
全体の信用事業収益・費用は同1.51％，
0.60％である。それに対して純繰入額を計
上した農協「Ｂ」では1.29％，0.36％であ
り，ともに「Ａ」を下回っている。とくに
信用事業費用の格差は1.66倍に達する。
さらに，計上方法をそろえた場合の信用

事業収益・費用を試算した。繰入額・戻入
額を別々に計上した農協「Ａ」の計数を，
純繰入額を計上した農協「Ｂ」に合わせて
補正した結果（同表），「Ａ」「Ｂ」間の格
差は縮小した。

（注３）
またそれに伴って回答農協

全体の平均値は信用事業収益・費用ともに
0.10％ポイント低下した。
この結果は以下のことを強く示唆してい

る。①信用事業収益・費用の農協「Ａ」
「Ｂ」間における格差は，計上方法の相違
による。また，②全国集計値の年度間にお
ける変化は，計上方法の変更から無視でき
ない影響を受ける。

（注３）データ補正の方法：「Ａ」の農協について，
補正前の信用事業収益・費用からそれぞれ戻入
額を差し引いた。ただし取崩超過（戻入額＞繰
入額）の場合は信用事業収益から戻入額を，信
用事業費用から繰入額をそれぞれ差し引いた。
なお補正により「Ａ」「Ｂ」の大小関係が逆転し
ていることから，やや補正が過剰であった可能
性もある。

４　注意点と今後の見通し
以上のとおり，信用事業収益・費用は，

貸倒引当金繰入額・戻入額の計上方法変更
により少なからず縮小しているとみられ
る。したがって信用事業収益・費用を年度
間や農協間で比較する際には，そうした計
上方法の相違を考慮する必要がある。
とくに，多くの農協で計上方法が変更さ

れた15，16年度における信用事業収益・費
用の全国集計値は，前年との間で連続性が
ない。前年比や時系列推移の分析には注意
を要する。
また移行状況がまちまちであるため，農

協別データの分析には農協ごとの移行状況
を反映すべきである。
今後，移行がさらに進めば，計上方法が

統一されて農協間あるいは業態間の比較が
容易になると見込まれる。ただし移行中は
年度間の連続性が損なわれるであろう。
なお事業総利益（＝事業収益－事業費用）

については計上方法の違いがかなりの程度
打ち消されるの

（注４）
で，比較上の問題が少ない。

（注４）ただし貸倒引当金の取崩超過により差異が
生じる。（注２）を参照。
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